
人口減少の加速により、都道府県・市町村単位での行政機能の維持が限界を迎えるなか、
地方自治のあり方については見直すべき節目を迎えております。本シンポジウムでは、全
国に先駆けて“都道府県を越えた”広域連携・広域行政に取り組む九州・関西の取り組みを
交えて、今あるべき広域連携の方向性、そして将来的な「道州制」を視野に入れたわが国
の統治機構のビジョンを考えます。

シンポジウム

関西×九州で考えるこれからの広域連携

～道州制を見据えて～

お申込み・お問合せ

下記申込フォームもしくはQRコードよりお申込みください
https://questant.jp/q/1Y0MLNQV
申込締切：３月３日（火）
問合せ先：関西経済連合会地域連携部長谷川

hasegawa-m@kankeiren.or.jp

後援：北陸経済連合会、中部経済連合会、中国経済連合会、四国経済連合会、日本経済団体連合会

３月９日（月）15:00～17:15日時

会場 リーガロイヤルホテル大阪２階 桂の間
※会場定員100名、オンライン配信併用

主催 関西経済連合会、九州経済連合会

次第

●開会挨拶 関西経済連合会 真鍋精志 副会長
九州経済連合会 地域共創委員会 池内比呂子 委員長

●トークセッション①
「都道府県を越えた広域行政の推進、将来的な道州制導入に向けて」

●トークセッション②
「各ブロックにおける広域連携の取組、広域連携をさらに発展させるために」

●閉会挨拶 関西経済連合会 地方分権・広域行政委員会 錢高一善 委員長
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【モデレーター】

＜トークセッション①＞
都道府県を越えた広域行政の推進、将来的な道州制導入に向けて

＜トークセッション②＞
各ブロックにおける広域連携の取組、広域連携をさらに発展させるために

政府が推進する地方創生政策として、“都道府県を越えた広域連携”の新たな枠組みである「広域リージョン
連携」が2025年度より始動し、九州・関西はそれぞれ今後取り組んでいく事業をまとめた宣言書を公表しま
した。本シンポジウムではこのような新たな枠組みも踏まえて今後の広域連携のあり方を議論します。

関西広域リージョン宣言 九州地域戦略会議広域リージョン宣言

【構成団体】
関西広域連合およびその構成府県市、関西経済連合会、
関西観光本部、関西MaaS協議会

【構成団体】
九州地域戦略会議構成員（九州・沖縄・山口９県、
九州経済連合会、九州商工会議所連合会、九州経済同
友会、九州経営者協会）

【取り組む分野】
■産業振興分野* ■観光分野 ■交通分野
■インフラの維持・管理分野* ■女性活躍推進分野*
■環境分野

【取り組む分野】
■半導体関連産業の振興やベンチャー支援、
■食の輸出等の産業振興分野
■九州の食、自然、サイクルツーリズムを始めとした
スポーツ等の地域資源を活かした戦略的な誘客展開
等の観光分野

■次世代の交通サービス「MaaS」等の交通分野

登壇者一覧

神戸大学大学院法学研究科教授

砂原 庸介 氏

専門は政治学、行政学。第33次地方制
度調査会委員等を歴任。著書『領域を
超えない民主主義－地方政治における
競争と民意』など。

中京大学 総合政策学部 教授

今井 良幸 氏

専門は憲法、地方自治法。元三重県
職員。著書『未だ見ぬ道州制の姿と
地方自治：イギリス権限委譲との比
較考察』など。

関西経済連合会地方分権・広域行政委員会
副委員長、J.フロントリテイリング 取締役

好本 達也 氏

1979年大丸に入社、2020年 J.フロン
トリテイリング代表執行役社長に就任。
現日本百貨店協会会長。

九州経済連合会地域共創委員会
規制改革推進部会長、
福岡地域戦略推進協議会事務局長

石丸 修平 氏

2015年4月より福岡地域戦略推進協議
会 事務局長。2021年、世界経済
フォーラム「破壊的変革を導く世界
で最も影響力のある50人」に選出。

九州経済連合会専務理事

堀江 広重 氏

1985年西日本鉄道入社、国内外での住
宅・物流倉庫開発等に携わり、同社専
務執行役員ホテル・レジャー事業本部
長を経て、2023年6月より現職。

大阪大学大学院法学研究科教授

北村 亘 氏

専門は行政学、地方自治。関経連「関
西における望ましい広域行政のあり方
検討会」主査。

＜参考＞広域リージョン連携について

関西観光本部専務理事

加藤 進 氏

1990年運輸省入省、観光庁次長や国土
交通省大臣官房危機管理・運輸安全政
策審議官等を経て2026年1月より現職。

関西広域産業共創プラットフォーム
統括ディレクター

伊藤 順司 氏

住友電気工業顧問。産業技術総合研
究所理事、住友電気工業常務取締役
研究開発本部長を歴任。

*産業振興、インフラの維持・管理、女性活躍推進の分野につい
ては、具体的に取り組む内容をまとめた「関西広域リージョン
連携ビジョン」を策定し、2月9日に公表しております。
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